
1

事業用太陽光におけるFIT/FIP支援重点化について

 2026年7月28日

Japan Photovoltaic Energy Associations

一般社団法人 太陽光発電協会

～「自然共生・地域裨益型」太陽光発電を目指して ～

資料４
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「地域共生」「自然環境への配慮」に関するJPEAのスタンス

◼ 太陽光発電に関わる全ての事業者は、法令遵守はもとより、地域の皆様と信頼関係を
築き、「地域との共生・共創」並びに「自然環境配慮と生物多様性の保全」を行動規範
とし、

◼ 目指すべきは、地域から懸念・課題とされている事項を解消するだけではなく、日本全国
各地に降り注ぐ太陽のエネルギーを最大限活用し、地産地消型エネルギーとして地域経
済に好循環を生む、太陽光発電の「あるべき本来の姿」を実現すること。

JPEA(太陽光発電協会)のミッション：

“国と地域に求められるエネルギ－を、地域と共に創り、地域社会との調和・共生・連携を図
ることで、太陽光発電が国と地域に大きな便益をもたらす自立した主力エネルギーとなること
を目指す”

JPEAによる取組事例：「ソーラーウィーク大賞」

JPEAは、地域に貢献し、地域から望まれ、他の模範となる太陽光発電の普及拡大に資する
取組・事業と、それを支える方々を表彰する目的で2023年に「ソーラーウィーク大賞」を創設。

「地域共生」「自然環境への配慮」に関するJPEAのスタンス（考え）



3

FIT/FIP制度において支援を重点化すべき事業類型について（１）

JPEAが掲げる「地域共生」「自然環境への配慮」の考え方に基づき、FIT/FIP制度において支
援を重点化すべき事業として、「公益性・地域貢献」が期待される「土地利用」、及び「地産地
消・地域レジリエンスへの貢献」の観点で類型化を行った。

１．「公益性・地域貢献」が期待される「土地利用」の観点での類型化：

①公有地で実施する事業、或いは地方公共団体や自治会等が管理する土地での事業

例a：空港、港湾、道路、鉄道関係等のインフラ関連施設の敷地・開発区域内での事業

例b：地方公共団体や自治会等が保有・管理する「ため池」等の水上空間での事業
(ため池ＤＢ（ため池管理保全法4条）／河川区域（河川法6条・公示）等で確認可能なこと）

②自治体が定める太陽光発電の促進区域内での事業

③開発済みの土地・用地・空間を活用することで、地域産業の活性化に資する事業

例c：工業団地・商業施設等の敷地内の駐車場や空き地等での事業
（用途地域〔商工業系５区分〕（都計法8条1項1号）／開発登録簿（同47条）等で確認可能なこと）

例d：耕作放棄地、荒廃農地、農地等の農業関連の土地・空間を活用する事業

④開発済みだが使われなくなった土地・空間を活用することで、地域に貢献する事業
（固定資産税に加え、使われていない土地・空間を活用することで新たな価値を生む）

例e：ゴルフ場跡地、スキー場跡地、最終処分場跡地、採石場跡地等の未利用地
（開発登録簿／指定区域台帳（廃掃法15条の17）／採取計画認可（採石法33条）等で確認可能なこと）
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FIT/FIP制度において支援を重点化すべき事業類型について（２）

前述の「公益性・地域貢献」が期待される「土地利用」の観点での類型に加えて、「地産地消・
地域レジリエンスへの貢献」の観点においても、以下の何れか一つ以上を満たすことが必要では
ないか。

２．「地産地消・地域レジリエンスへの貢献」の観点

①地方公共団体や地域（都道府県内）の事業者がPPA契約等で需要家となる場合

②地域新電力の関与により地域内での電力供給（一定割合）が計画されている

③発電設備の自立運転機能等を活用し災害時に可能な範囲で電力を供給



《参考》 第7次エネ基における太陽光発電：2040年には電力需要の3割弱に

◼第7次エネ基：2040年電源構成比率は再エネ4割～5割、太陽光発電23％～29％

◼太陽光発電協会が策定した “PV OUTLOOK 2050”における国内太陽光発電の導入見通し：
2040年227GWであり電源構成に占める割合は22％～24％程度

→ 2040年227GWの達成には太陽光全体で2025年度の約3倍、建物設置は4倍強に増やす必要

JPEA（太陽光発電協会）が策定した“PV OUTLOOK 2050”
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これからの太陽光発電は、専用の土地開発が不要な「Dualユース」が主流に

◼ これからの設置場所として、建物や開発済みの土地を活用する「Dual Use」で400GW導入が可能
◼ 地上設置型としては、農業関連、ゴルフ場跡地、水上、駐車場や空港施設内等の新規の土地開発

が不要な案件が主流。
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《参考》 国内導入目標達成のための設置場所:Dualユースが主流に

出所：JPEA 太陽光発電産業の新ビジョン “PV OUTLOOK 2050” 6



【補足】PV OUTLOOK 2050：導入見通し 建物設置・Dual-Useが主流

■ACベースでの導入見通し（IRR分析、普及曲線、年間導入量を加味） （単位：GWAC）

大分類 中分類 導入場所 2025 2030 2035 2040 2045 2050

建物設置

住宅

戸建住宅 18.4 27.5 40.7 56.5 73.9 90.9

集合住宅 3.4 8.7 12.9 14.2 14.5 14.6

BIPV（住宅） 0.0 0.1 0.3 1.3 4.2 8.2

非住宅建物

商業系建築物 0.4 1.0 1.5 1.6 1.7 1.7

公共系建築物 1.9 7.5 14.7 17.3 17.8 17.9

産業系建築物 5.7 14.6 21.7 24.0 24.5 24.6

その他建物 2.8 4.1 6.3 9.5 14.1 20.2

BIPV（非住宅） 0.0 0.1 0.6 3.2 13.4 31.0

地上設置

地上設置
（農地除く）

施設用地 10.5 10.9 11.2 11.4 11.6 11.7

駐車場 3.6 5.8 7.0 7.4 7.5 7.5

道路関連施設 1.0 1.5 2.0 2.3 2.4 2.5

空港関連施設 0.7 1.1 1.5 1.7 1.8 1.8

鉄道関連施設 0.6 0.9 1.1 1.1 1.2 1.2

公園・山林等 3.2 3.4 3.4 3.5 3.6 3.6

その他地上 16.3 16.3 16.3 16.3 16.3 16.3

農業関連

耕作地 0.6 1.4 3.5 8.2 18.9 41.3

荒廃農地 15.8 19.3 24.0 29.6 36.4 44.3

その他農地 0.0 0.2 2.0 10.5 19.1 20.9

水上関連 水上関連 水上空間等 0.2 0.6 1.9 5.1 12.5 24.9

その他設置形態 その他設置形態 EV車両 0.0 0.1 0.6 2.7 9.0 15.3

合計 85.3 125.1 173.0 227.4 304.3 400.3

今後国内では、 公園・山林等の新規開発は殆ど無くなり、開発済で「他用途との併用」を前提とした「Dual 
use」（地域と共生した建物設置や農業関連、ゴルフ場跡地、水上太陽光、駐車場や空港施設内等）が主流に。
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《参考》 あるべき太陽光発電は“未来への投資” 世界・国・地域に便益をもたらす
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ご清聴ありがとうございました



【補足】自然共生・地域裨益の太陽光導入取り組み

北海道江別市
『農業×エネルギーの新たな可能性を拓く
～垂直式太陽光発電を活用した牧草地の持続可能な利用に関
する実証研究～』
代表事業者：自然電力株式会社

垂直式太陽光発電を積雪地域の牧草地に設置することで、牧草
の生育と太陽光による電力自給を目指す。

福島県二本松市
『ソーラーシェアリングは可能性から確かなビジョンへ！
～福島の有機農業者が発信する多様な農業設備～』
代表事業者：⼆本松営農ソーラー株式会社
画像： ⼆本松営農ソーラーHP

2024年度「ソーラーウィーク大賞」特別賞

2025年度「ソーラーウィーク大賞」特別賞

• 太陽光発電の健全な普及を目指して、 「地域との共生・自然環境配慮」を基本とした業界団体として
の自主的な行動理念・行動原則の策定等を実施しています。

• 地域に貢献し、地域から望まれ、他の模範ともなる太陽光発電の普及拡大を目的に、優良な取組・
事業とそれを支えている方々を、2023年から表彰・発信しています。
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https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/solarweekaward2024_hokkaido_ebetsu.pdf
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/solarweekaward2024_hokkaido_ebetsu.pdf
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/solarweekaward2024_hokkaido_ebetsu.pdf
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/solarweekaward2024_hokkaido_ebetsu.pdf
https://www.jpea.gr.jp/wp-content/uploads/solarweekaward2024_hokkaido_ebetsu.pdf
https://re100sunshine.jp/project
https://re100sunshine.jp/project


全国
『100か所を超える幼稚園・保育園・子ども園へ太陽光発電設備
「そらべあ発電所」を寄贈』
代表事業者：特定非営利活動法人そらべあ基金

概要：全国の幼稚園・保育園へ太陽光発電設備「そらべあ発電
所」をプレゼントすることで、再エネの創出と、子どもたちに環境の大
切さを学んでもらうことを目的とする。2025年に全国で100基目と
なる「そらべあ発電所」の設置を予定。

長野県箕輪町
『地域ネットワークを最大限活用し自治体主導で実現し
た「国内最大級V2Xを備えた太陽光活用型災害レジリ
エンス強化モデル」』
代表事業者：箕輪町

2025年度「ソーラーウィーク大賞」特別功労賞

2025年度「ソーラーウィーク大賞」優秀賞

概要：自家消費型の太陽光発電（一部はPPA事業）を
公共施設へ導入。設備導入に必要なリソース（ヒト、モノ、
カネ）は極力地元調達し、発電余剰電力を地域新電力に
売電し、公共施設や町内事業所で消費。発電された電気
をEVやバッテリー蓄電で活用し、持続的な防災電源の確保。

【補足】自然共生・地域裨益の太陽光導入取り組み（2）

13

13



14

容量の単位：GW（ギガワット＝100万kW）、GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）

《参考》 世界で急拡大を続ける太陽光発電

 世界

◼ 2025年の新規導入量は約698GWDC

◼ 2014年からの11年間で17倍超に急拡大

◼ 2025年末の累計導入量が３TWに

 日本
◼ 日本の新規導入量は減少傾向にあり、2025年は

世界の0.８％程度に低下（JPEA推定）

◼ 2025年の年間導入量は世界のトップ10の圏外に

（参考：IEAーPVPS）

新規導入量（年間） 世界と日本（GWDC) IEAーPVPSより
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《参考》 太陽光発電（＋蓄電池）はもはや安価な安定電源！？
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◼ 太陽光発電及び蓄電池のコスト低減により、火力電源等より割安な安定電源になりつつある。
◼ 太陽光発電の建設コスト：2010年から2024年までの14年間で87％低下
◼ 蓄電池システムのコスト：2010年から2024年までの14年間で93％低下

（最新情報では2025年においても前年比30％低下）

蓄電池併設により安定化（信頼度95％）された太陽光発電のコスト（LCOE) 2020～2035

出所：IRENA（国際再エネ機関）
24/7 Renewables
2026年5月公開
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